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職員定員管理の変更

（１）改正定員管理計画（平成３０年度改正）からの情勢の推移

平成３０年度改正以前に課題とされてきました中堅職員以上への負担拡

大に伴う早期退職者の増加につきましては、共済年金の支給開始年齢の引

き上げが進む中、再任用職員を希望する職員が増加してきており一定程度

の歯止めがかかってきています。職員の採用にあたっては、新卒採用に加え

て職員年齢構成の歪みを解消するために社会人採用も積極的に進めてきて

おり年齢構成については一定の成果が見られます。ただし、近年の社会情勢

を受けて中堅職未満の転職の増加が見られ、行政における経験年数の開き

が増して、管理職級の経験年数２６年以上の者と経験年数１０年以下の者

とに２分化されている状況が見られます。

業務の執行にあたっては、民間企業等で平成３１年４月１日から働き方改

革関連法が順次施行され、地方公務員においても「超過勤務命令の上限設定

等に係る人事院規則等の改正」において同様の内容にて改正されてきていま

す。これを受けて、人事評価の強化による業務推進方法の効率化を進め超過

勤務の縮減に努めていますが、住民サービスの低下を招かないよう、一般職

における超過勤務の抑制により逆に管理職級の超過勤務時間が増えてきて

いる傾向が見られます。これはワークライフバランスを主軸に置く若年層職

員と行財政改革時代を担ってきた管理職以上の職員との意識の違いが表れ

てきているものと思われます。こういった中で、再任用職員の位置付けがさ

らに重要になってくるものと考えます。令和５年度（令和４年度制度化）以

降からは地方自治体においても段階的な定年年齢引き上げが求められてお

り、若年層職員と管理職級職員との良き潤滑油になるものと考えられます。

平成２年２月２８日に北海道において新型コロナウイルス感染症の緊急

事態宣言が発出された以降、当町においても対策本部が設置され関係各課で

対策が講じられてきております。また、令和３年９月に国において「誰一人

取り残さない、人に優しいデジタル化」を目的としたデジタル庁が創設され、

令和３年度から令和７年度までに自治体デジタルトランスフォーメーショ

ン（ＤＸ）推進計画の実行が求められています。

当町においては、令和３年度に医療介護の連携や体制の再構築を目指す

「地域医療提供体制と地域包括ケア体制確立のための基本方針」が策定され

国保病院における医療提供体制の見直しや包括ケアの体制強化が求められ

ています。同様に、上下水道事業においては公営企業化（財務のみ）による

施設の長寿命化が求められ、自動車学校についてもその存続が当町のみなら

ず周辺町村からも求められているところです。これらを含めた第８期総合計
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画は令和３年度中に策定され、令和４年度からその実行を推進していきます。

町における最重要計画に基づき、具体的な計画を策定し地域創生に向けた着

実な実行を進めていく必要があります。今後、それらに向けた人員の配置が

必要とされます。

（２）定員管理計画改正に向けた留意事項

①第８期総合計画の実行

第８期総合計画の策定にあたっては特任業務としてその推進を図って

きました。今後はその具体的な実行に向けて、今までと同様な体制を構築

し地域創生に向けた政策に取り組んでいく必要があります。

②自治体デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の推進

国においてデジタル庁が創設されて以降、地方自治体における住民サ

ービスに向けたデジタル化を急激に推し進められています。当町も令和

３年度に中頓別町ＤＸ推進計画を策定し既存職員の中でプロジェクトチ

ームを立ち上げましたが、国からは業務量の増加に向けて課・室等の新設

や職員の配置が求められています。

③観光振興計画の実行支援

指定管理者を主体とした観光振興計画の実行が求められていますが、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けて推進に遅れが見られます。支

援に向けて職員の配置を継続します。

④上下水道事業の公営企業化（施設長寿命化）の推進

上下水道事業においては、令和６年度からの公営企業化（財務適用）に

向けた取り組みと、ライフラインの長寿命化に向けた計画的な施設の改

修などが求められています。

⑤自動車学校の継続

自動車学校の教習指導員は自衛隊の退職者を主体とし会計年度任用職

員にて採用を行ってきていましたが、自衛隊の機構改革により採用が難

しくなりました。高齢者講習等の需要も高まっており周辺町村からも存

続に向けた財政支援（人件費）が得られたことから正職員による採用を図

っていくこととします。

⑥医療提供体制の見直し及び包括ケアの体制強化

地域医療提供体制と地域包括ケア体制確立のための基本方針に則り、国

保病院においては病床数の縮小に合わせて介護医療院の設置、すでに南宗

谷福祉会から移行した居宅介護支援事業所への専門職の配置を明確にし

ます。また、地域包括支援センターや子育て世代包括支援センターへの専

門職の配置と合わせて、新型コロナウイルス感染症対策等に係る職員配置

の継続を図っていきます。
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⑦定年年齢の引き上げ及び再任用制度から暫定再任用制度への移行

定年年齢の引き上げは令和５年度から段階的に開始されることとなり、

令和４年度中に制度の制定が求められています。それに伴い今までの再

任用制度は暫定再任用制度に移行を行う必要があります。再任用制度と

暫定再任用制度の大きな違いは、前制度は退職者の希望により任用しま

すが、職員定数に含めるフルタイムとするか定数外のパートタイムに任

用するかは職員個々の業務成績や職員配置計画に基づき町に決定権があ

りました。しかし、暫定再任用制度に移行した場合、決定権は退職者個々

の希望に沿わなくてはならなくなります。定年年齢の引き上げも段階的

に行っていく必要があり、また、職員の年齢構成の平均化のために新規職

員の確保も必要となりますので調整するべき定数を設定する必要があり

ます。

⑧計画的な職員の他機関への派遣

職員の資質や能力の向上を目指し、若年層職員を対象に計画的に他機

関への派遣を行ってきています。派遣期間は２年としていますが、派遣先

の希望により１年間の延長もありえます。今後も計画的な派遣を行うこ

ととしており、その間の人員を確保する必要があります。令和４年度につ

きましては３名を予定していますが、そのうち１名は交換派遣であり、実

質２名分の定数確保が必要になります。

（３）職員の現況

職員の年齢構成は下記「職員年齢構成・男女別表」のとおりであり、平成

３０年度計画改正時点と比べて平均化が進んできています。再任用制度の

活用と合わせて新卒採用にも力を入れていく必要があります。

※ 本表は病院医療専門職は除く令和３年度末現在での想定統計です。

0
2
4
6
8
10
12
14

0 2 8 10 7 5 16 6 8 7

18～ 20～ 25～ 30～ 35～ 40～ 45～ 50～ 55～ 60～

職員年齢構成・男女別表

男 女



4

職員の経験年数を下記「経験年数表」にて示しておりますが、職員年齢構

成は平均化が図られてきているところですが、行政における経験年数に２

６年以上と１０年以下に大きく２分化されております。社会人採用者は民

間等での経験もあり即戦力として期待できますが、一般的には経験年数が

最低でも５年を超えないと行政事務が円滑に進まないものと思われます。

本計画期間中は、再任用、暫定再任用、定年年齢引き上げの職員の配置によ

り、経験の差による考え方の相違対応や業務支援を行っていく必要がある

と考えられます。

※ 本表は病院医療専門職は除く令和３年度末現在での想定統計です。

超過勤務命令の上限設定等に係る人事院規則等の改正に基づき、安全衛生

委員会により一般職の超過勤務と合わせて管理職の超過勤務の実態も調査

を行っています。別表「各課超過勤務時間月平均」は令和２年の各課におけ

る超過勤務時間の報告に基づき実態を調査したものです。

課によって多少の違いはありますが、別表のとおり、一般職の超過勤務は

抑制されていますが、逆に管理職級の職員における超過勤務に減少の傾向

は見られないところにあります。前述のとおり、住民サービスの低下を招か

ないよう一般職で対処できない業務を管理職が担っている現状であると考

えられます。職員の育成の観点から管理職から一般職に業務の移行を促進

するよう求められていますが、共に働き方改革の推進も求められており、一

般職の経験年数が増さない限りこの解消は難しいと思われます。
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※ 安全衛生委員会提供資料

（４）定員管理目標と組織別基準配分の修正

①総務課総務グループ（選挙管理委員会兼務）

給料、人事、法務、議会、情報、防災、選挙と業務内容は広範囲であり

ますが、特に情報と防災業務は大幅に業務量が増え、さらに職員に専門的

な知識が求められてきています。令和３年度からのデジタルトランスフォ

ーメーション推進計画の実行に向けて増員が求められます。

②総務課住民グループ

戸籍住民、税務、自治会、地域生活安全、環境衛生、環境保全等で、特

に環境保全業務の推進が求められていますが、業務委託も含めて検討を行

い定数どおりとします。

③総務課政策経営室

財政、企画、広報を担い、総合計画策定を特任業務として所管していま

す。特に企画系でライドシェア、地域交通、高度無線整備、移住定住、特

定地域づくり事業など広範囲な業務推進を進めてきましたが完了する事

業もあり、この分は定数どおりに戻すものとします。ただし、総合計画の

実行について地域創成に移行し人員配置の継続が求められます。

④産業課産業グループ（農業委員会兼務）

農務・畜産、林務・環境税、鳥獣対策、農業委員会を担い、特に特産品

開発等の６次産業化の推進が求められますが、農業委員会の定数２名と調

整を図りながら定数どおりとします。

⑤産業課観光まちづくり推進室

観光、商工、労働を担い、特に観光振興計画の実行は指定管理者との連
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携のもと推進を図っていく必要があります。しかし、新型コロナウイルス

感染症の影響を大きく受けてその推進に遅れが生じおり、観光振興計画の

実行を支援するため人員配置の継続が求められます。

⑥建設課建設グループ

管財、建築、土木、上下水道を担い、除雪業務と町道維持管理は業務委

託に移行しました。上下水道に関しては公営企業化（会計）に移行しライ

フラインの長寿命化に向けた改修が必要とされ増員が求められます。

⑦保健福祉課福祉グループ

福祉、国保、後期高齢、介護、障がい、地域包括支援を担い、新型コロ

ナウイルス感染症対策への対応もあり 1名増の体制としています。また、

地域包括支援センターの体制の充実が求められ、作業療法士の配置の継続

のほか、社会福祉士の配置が必要とされます。

⑧保健福祉課保健グループ

保健予防、子育て世代包括支援を担い、保健師及び栄養士による専門職

の配置がされています。新型コロナウイルス感染症対策への対応はありま

すが、福祉グループとの連携の中、現体制を維持します。子育て世代包括

支援センターでは今年度途中まで会計年度任用職員による助産師が配置

されていましたが退職されており、今後の継続的な支援を考慮し正職員に

よる助産師の配置が求められます。

⑨出納室

歳入、歳出、決算、基金等管理の業務を担い、２名体制となっています。

今後の歳入に係るキャッシュレス化に向けた検討も必要とされ定数どお

りとします。

⑩自動車学校

普通自動車及び大型特殊自動車の免許教習、高齢者講習を担っており、

教習指導員・検定員の確保のため会計年度任用職員から正職員化を図る必

要があります。

⑪国保病院

地域医療提供体制と地域包括ケア体制確立のための基本方針に則り、

国保病院においては病床数を５０床から２０床に縮小、合わせて１６床の

介護医療院を設置することとしています。このことから施設基準に応じた

職員の配置が必要となります。事務職においては介護医療院開設準備に向

けて 1名の増員が行われており、今後の運営においても継続が必要とされ

ます。また、すでに南宗谷福祉会から移行した居宅介護支援事業所への専

門職の配置を継続とします。

介護医療院における介護福祉士の配置は、令和３年度の改正の時点で施
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設基準人数のほか夜間の勤務の勤務配置に考慮して８名で登載しており

ましたが、国保病院との連携のもと施設基準人数である６名で対処可能な

ことが検証できましたので２名は減員として定数を６とします。

⑫議会事務局（監査委員書記兼務）

議会事務局、監査委員書記を担っており、定数に変更はありません。

⑬教育委員会教育グループ

定年延長と派遣に係る調整分１名を職員に溶け込ませて７とし、新たな

学校づくりに関連する指導主事及び図書館司書の配置として２名を追加

し定数を９とします。

⑭認定子ども園

定年延長と派遣に係る調整分１名を職員に溶け込ませて１０とし、退職

や育児休業取得に向けた計画的な採用を調整するため１名を追加し定数

を１１とします。

⑮農業委員会

産業課との兼務体制としており、定数に変更はありません。

⑯再任用配置（定年年齢引き上げ）及び派遣職員対応

定年延長における（暫定）再任用職員及び派遣職員を配置するために調

整として３名及び職員の派遣について２名の合わせて５名を計上してい

ましたが、再任用制度の導入時から徐々に各課の定数に溶け込んできて

おり調整が不要になってきたことと、派遣の職員に関しては、実質、派遣

先と交換にならないような派遣が令和４年度で終了する見込みであるこ

とから、この調整分の定数５は減員とします。

⑰デイサービス(訪問介護も含む。)

地域包括ケアの一環である小規模多機能型サービスの一部として南宗

谷福祉会で運営されていましたデイサービスを令和５年４月から町の直

営で実施することとしました。このことを受けて、介護福祉士を配置する

ものであり、定数４を追加するものです。

⑱養護老人ホーム及び特別養護老人ホーム

南宗谷福祉会で運営されていました養護老人ホーム及び特別養護老人

ホームについて、令和５年６月８日付けで町への移管が申し入れられた

ことを受け、そのサービスの重要性から町直営で運営を行うものであり、

養護老人ホームとして１３名（事務管理含む）、特別養護老人ホームとし

て２７名の計、定数４０を追加するものです。
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【定年年齢引き上げ予定表】

（５）組織別基準配分の修正に係る留意事項

①特任的業務終了後の人員流動化

総合計画の実行における地域創生やデジタルトランスフォーメーショ

ンの推進、観光振興計画の実行支援、上下水道における公営企業化及び長

寿命化計画の実行、介護医療院の開設準備など計画期間内に特任的業務

が予定されております。事業が完了した時点で流動的に職員配置を変更

することとし、むやみに継続的配置を行わないものとします。

②ＤＸ推進における人員減

令和３年度から定員管理計画の最終年である令和７年度の期間内でデ

ジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）の実行により行政機関における

住民サービスの電子化やデジタルを利用した効率化の推進が求められ、

この中で職員の３割減が国の方針として掲げられています。小規模町村

の事務執行にあたりどれほどＤＸ推進が有効であるか不明なところでは

ありますが、今後の行政改革としてＤＸ目標を掲げることとします。

③新たな政策（小規模多機能）に向けた人員増の可能性

新たな福祉政策として高齢化社会に向けた小規模多機能型サービスの

検討が必要と思われます。今後、直営として実施する場合には新たな人員

配置に向けた定数の変更が必要となります。今後は小規模多機能型事業

所の設置計画おける定数管理が必要とされており、それに合わせて、デイ

サービスや介護医療院など連携する施設の定数についても介護報酬の加

算を考慮しつつ精査を行ってまいります。
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